
CFOの岡﨑です。 

私から、2019年８月期上期の業績、および 

通期の業績見通しについてご説明いたします。 



 

 

 



上期の連結業績ですが、 

売上収益は１兆2,676億円、前年同期比6.8％増、 

事業そのものの収益を示す事業利益は1,733億円、同4.8％減、 
営業利益は1,729億円、同1.4％増、 

親会社の所有者に帰属する四半期利益は1,140億円、同9.5％増と、 
上期の営業利益は過去最高を更新いたしました。 

 

暖冬の影響により、国内ユニクロ事業の営業利益が大幅な下振れとなりましたが、 

ジーユー事業が計画を大きく上回ったこと、海外ユニクロ事業が増益と、 
好調な業績が続いたことから、連結ベースの営業利益は、 

計画に対して約100億円の下振れにとどまりました。 



まず、連結の損益計算書のポイントをご説明いたします。 

 

売上収益は、海外ユニクロ事業、ジーユー事業が大幅な増収となったことから、 
前年同期比809億円の増収となりました。 

 
売上総利益率は、ジーユー事業で3.0ポイント改善した一方で、 

国内ユニクロ事業で3.3ポイント、海外ユニクロ事業で0.5ポイント低下したことにより、 

同1.4ポイント低下しております。 

 
売上高販管費率は、ジーユー事業で0.5ポイント改善した一方で、 

国内ユニクロ事業で1.0ポイント、海外ユニクロ事業で0.2ポイント上昇したことにより、 

同0.2ポイント上昇しております。 

 
事業利益は1,733億円と、同4.8％の減益となりました。 

 
その他収益・費用の合計は３億円のマイナスと、 

前期の115億円のマイナスに比べ、大幅に改善しております。 
 

この結果、営業利益は1,729億円、同1.4％増となりました。 



次に、金融損益ですが、ネットで12億円のプラスとなりました。 

 

この結果、税引前四半期利益は1,742億円と同5.5％増、 
親会社の所有者に帰属する四半期利益は1,140億円、同9.5％増となりました。 



６ページのスライドは、セグメント別の業績です。 

各セグメントの詳細については、次のスライドからご説明いたします。 



まず、国内ユニクロ事業の上期の業績ですが、 

売上収益は前年同期比0.5％減、営業利益は同23.7％減と、 

減収減益となりました。 
 

第１四半期に、暖冬の影響で冬物商品の販売が計画を下回ったことから、 
上期全体の売上収益は、計画を下回りました。 

また、第２四半期で値引販売を強化したことから、上期の粗利益率も 

計画以上に低下いたしました。 

ただし、経費については、生産性の向上により、金額ベースでは計画よりも 
削減できております。 

 



国内ユニクロ事業の上期の既存店売上高は同0.9％の減収となりました。 
 

第１四半期３ヶ月間は暖冬の影響により、防寒衣料の需要が弱く、 
既存店売上高は同4.3％減収となりましたが、第２四半期３ヶ月間では同2.8％増収と、

増収に転じております。 
 

上期のＥコマースの売上は485億円、同30.3％増収、売上構成比は7.5％から 
9.9％に上昇し、計画通り、好調に拡大できております。 



売上総利益率は45.6％と、同3.3ポイント低下いたしました。 

これは計画を下回る水準です。 

粗利益率が前年同期比で低下した要因は、社内の為替レートの円安傾向が 
続いているため、原価率が上昇したこと、第２四半期に、冬物商品の値引きを 

計画以上に強化したためです。 
 

売上高販管費率は31.9％と、同1.0ポイント上昇いたしました。 
RFIDの活用などによる生産性の向上により、経費は金額ベースでは計画以上に 

削減できましたが、売上が計画を下回ったことから、経費比率は上昇いたしました。 

 

経費比率が前年同期比で上昇した項目としては、物流費比率が同0.5ポイント 

上昇いたしました。 

店舗関連の物流費は、冬物商品の在庫増により増加し、 

Ｅコマース関連の物流費は、Ｅコマース販売の売上構成比の上昇に伴い 

増加しております。ただし、有明倉庫の自動化により、１件あたりの物流費は低下し、 
効率化が進んでおります。 

 
その他経費比率は、有明プロジェクトに伴うＩＴ投資が増加したことで、同0.4ポイント 

上昇いたしました。 
ただし、RFIDを活用した棚卸作業の開始による委託費の削減、店舗照明の 

LED導入などによる水道光熱費の削減など、その他経費全体では、計画以上に 
コストを削減することができました。 

 



次に、海外ユニクロ事業についてご説明いたします。 

売上収益は前年同期比14.3％増、営業利益は同9.6％増の増収増益と、 

好調な業績が続いております。 
上期の売上収益は計画を若干上回り、営業利益は計画通りの増益、 

順調に事業を拡大しております。 
 

収益面では、第２四半期に値引販売を強化した結果、 
上期の粗利益率は計画を下回り、同0.5ポイント低下いたしました。 

一方で、上期の経費は、比率では同0.2ポイント上昇いたしましたが、各地域での 
経費コントロールの強化や、店舗における生産性の向上により、比率、金額ともに 

計画以上に削減することができました。 

 

地域別では、グレーターチャイナが２桁増益と、計画以上の好業績が 
継続しております。 

また、韓国は増収増益、東南アジア・オセアニア地区は大幅な増収増益が 
継続いたしました。 

米国は上期で黒字となりました。 
欧州の営業利益は前年並みとなりました。 



ここからは、地域別の業績について、お話させていただきます。 
 

グレーターチャイナ全体の上期の業績ですが、香港、台湾は減益だったものの、 
中国大陸の業績が好調で、２桁の増収増益を達成いたしました。これは、売上収益、 

営業利益ともに計画を上回る水準です。 
 

グレーターチャイナの現状と課題については、後ほどグレーターチャイナＣＥＯの 
潘（パン）より詳しくご説明いたします。 

 
次に韓国ですが、計画通り、増収増益となりました。上期の既存店売上高は、 

12月以降の冬物商品の好調な販売に支えられ、計画通りの増収となりました。 
収益面では、値引販売の強化により、粗利益率は低下いたしましたが、経費比率が 

改善したことから、営業利益は計画通り、増益となりました。 



東南アジア・オセアニア地区は、計画通り、大幅な増収増益となりました。 

東南アジアでは、ＵＴ、ショートパンツ、アンクルパンツなどの夏物商品の販売が 

好調で、上期の既存店売上高はすべての国で増収が継続しております。 
なかでも、インドネシア、フィリピンは、既存店売上高が２桁増収と、好調です。 

 
次に北米ですが、米国は第２四半期も収益改善が継続し、上期は黒字に 

転換いたしました。 

米国は、地域ごとの商品構成の見直し、販売計画の精度の改善により、 

カシミヤセーター、プレミアムラムセーター、フリースなどの販売が好調で、 

既存店売上高の増収トレンドが継続しております。 

また、Ｅコマースの売上も高い伸び率が続いております。 

営業利益は黒字化し、前年同期比では改善しましたが、計画に対しては 

若干下振れしております。 
 

欧州は増収、事業利益は増益となりましたが、店舗の減損損失を10億円計上 
したことから、営業利益は計画を下回り、前年並みにとどまりました。 

エリア別では、特にロシア事業が好調で、既存店売上高は２桁増収、営業利益は 
前年同期比で倍増と、収益性が高まっております。 

一方、ロシアを除くエリアでは、暖冬や政情不安の影響により、既存店売上高は 

若干の減収、営業利益は計画を下回りました。 



次に、ジーユー事業ですが、売上収益は前年同期比10.7％増、営業利益は 

同54.3％増と、計画を大きく上回る、大幅な増収増益を達成いたしました。 

 
この秋冬の商売は、品番数を絞り、マストレンドにフォーカスした商品構成にしたこと 

に加え、ＴＶＣＭやウェブ広告と連動させたマーケティングを行ったことにより、 
上期の既存店売上高は増収と、売上を回復軌道に乗せることができました。 

 
また、素材を備蓄し、タイムリーな追加生産を実現したことで、機会ロスを最小化 

することもできました。 
この結果、オーバーサイズスウェットやオーバーサイズニット 

といった秋冬のキャンペーン商品は、数百万点を販売する大ヒットとなり、全体の 
売上をけん引いたしました。 

 
収益面では、上期の粗利益率が、同3.0ポイント改善しております。 

これは、好調な販売に加え、値引きのコントロール、素材の集約による原価率の 
改善によります。 

また、上期の経費比率は同0.5ポイント改善いたしました。 
 

この結果、営業利益は同54.3％増と、計画を大きく上回る、大幅な増益を達成 

いたしました。 



次に、グローバルブランド事業についてご説明いたします。 

売上収益は前年同期比0.9％減、事業そのものの収益を示す事業利益は同2.3％減と、 

計画を下回る結果となりました。 
ただし、営業利益は、前年の上期に、コントワー・デ・コトニエ事業などで減損損失を 

合計87億円計上したため、今期は黒字に転じております。 
 

事業別では、セオリー事業は好調な増収トレンドが継続し、営業利益は計画を上回る 
大幅な増益となりました。 

特に米国セオリーの業績が寄与しております。 
 

コントワー・デ・コトニエ事業は、販売不振が続いており、値引販売が増加した結果、 
事業利益段階の赤字幅が計画以上に拡大いたしました。 



15ページのスライドは、2019年２月末のバランスシートの概要です。 
 

詳細については、次のスライドでご説明いたします。 



資産の大半を占める流動資産が、前年同期末比3,712億円増加した主な要因を 
ご説明いたします。 

 
まず、現金及び現金同等物は、同2,624億円増加いたしました。 

これは、2018年12月に300億円の社債を償還した一方で、2018年６月に 
2,500億円の社債を発行したこと、営業キャッシュフローが増加したことなどに 

よります。 
 

次に、棚卸資産は、同1,095億円増加しております。これは、前期末に実施した 

国内ユニクロ事業およびジーユー事業における、在庫の計上タイミングの変更に 

伴う影響が合計646億円含まれているためで、この影響額を除くと、実質的には 

同448億円の増加となります。 

 
内訳として、国内ユニクロ事業の棚卸資産の実質的な増加は、同163億円でした。 

これは、暖冬による販売不振に伴い、防寒衣料の在庫が増加したことによります。 
在庫水準にやや過剰感はありますが、これらの在庫は通年で販売している 

コア商品のため、大きな問題はありません。 
海外ユニクロ事業は、同319億円増加いたしました。これは、店舗数の増加に加え、 

暖冬の影響による冬物コア商品の在庫増、春夏商品の早期立ち上げによります。 
ジーユー事業は、売上が回復すると同時に、在庫は同53億円の減尐と、 

在庫管理が改善しております。 

 



次に、上期のキャッシュ・フローですが、 
営業活動によるキャッシュ・フローは、2,308億円の収入、 

投資活動によるキャッシュ・フローは、596億円の支出、 
財務活動によるキャッシュ・フローは、632億円の支出となった結果、 

2019年２月末における現金及び現金同等物の期末残高は１兆1,110億円と 
なりました。 



次に、2019年８月期の通期業績予想について、ご説明いたします。 

 

売上収益は２兆3,000億円、前期比8.0％増、  

事業利益は2,650億円、同5.0％増、  

営業利益は2,600億円、同10.1％増、  

親会社の所有者に帰属する当期利益は1,650億円、同6.6％増を見込んでおります。 

 
これは、上期の業績の下振れを反映させた結果、1月10日に発表した直近予想に対し、

事業利益、営業利益でそれぞれ100億円の減額修正となっております。 

ただし、通期の営業利益2,600億円は過去最高益となる見込みです。 

 

下期の連結業績予想は、直近予想から変更しておりませんが、 

足元の販売動向を踏まえ、ジーユー事業は増額修正、 
グローバルブランド事業は減額修正、国内ユニクロ事業と海外ユニクロ事業は 

直近予想通りとなっております。 
 

なお、その他収益・費用のマイナス50億円は、上期に発生した店舗の減損損失、 
閉店損に加え、下期に海外ユニクロ事業、グローバルブランド事業での店舗閉店に 

伴う除却損・閉店損などを見込んでおります。 
 

また、上期に金融収益・費用で12億円のプラスを計上しておりますが、 
為替動向が不透明なことから、為替の前提は期初の為替レート1ドル111円から 

変更しておりません。 



次に、セグメント別の下期の業績予想について、ご説明いたします。 

 

まず、海外ユニクロ事業の下期は、増収、大幅な増益を見込んでおります。 
エリア別では、グレーターチャイナで大幅な増収増益、 

東南アジア・オセアニア地区も増収増益と高い成長が継続する見込みです。 
また、米国の通期の営業利益は黒字化する計画です。 

 
これらの結果、海外ユニクロ事業の通期は、大幅な増収増益を見込んでおります。 

 
 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

 

 



国内ユニクロ事業の下期は、増収、大幅な増益を見込んでおります。 
下期の既存店売上高は2.5％の増収を予想し、このうち、Ｅコマースの売上は 

約30％の増収を見込んでおります。 
粗利益率、経費比率は、ともに改善することを予想しております。 

下期は大幅増益となるものの、上期の減益幅が大きかったことから、 
国内ユニクロ事業の通期は減益となる見込みです。 

 
ジーユー事業の下期は、増収、大幅な増益を見込んでおります。 

３月の既存店売上高は増収と、売上回復基調が続いており、 
下期も上期同様の強い業績回復を見込んでおります。 

この結果、ジーユー事業は通期でも増収、大幅な増益を予想しております。 
 



最後に、2019年８月期の１株当たり配当金についてご説明いたします。 

本日の取締役会にて、中間配当金を、１株当たり240円と決議いたしました。 

これは前年に比べ、40円の増配となっております。 

 

また、期末配当金についても、１株当たり240円を予想しております。 
この結果、年間の配当金は、直近の予想通り、１株当たり480円、 

前年に比べ40円の増配を予想しております。 
 

以上で私からの説明を終わります。ありがとうございました。 

 








